
特定非営利活動法人ちくしっ子ネットワーク 

第９期（平成２６年度）第３回定例理事会議事録 

 

１. 日 時：平成２６年１０月１８日（土）１９：３０～ ２２:３２ 

２. 場 所：二日市東小学童保育所  

３. 出席者理事 ２０名   

欠席者理事     ３名（山川 綾理事、手島 恵津子理事、中嶋 政子理事） 

その他出席者    監事２名（堀之内祐美子監事、上野 眞紀監事） 

          

議事 
１. 基本理念唱和 

 
２. 理事長挨拶 

 
３. 審議事項 

①筑紫野市放課後児童健全育成事業実施要綱改訂に関する要望書の提出について 

 
４. 協議事項 

①平成 27年度新法施行に係る今後の方向性について（資料１、資料４－１、４－２） 

②放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（厚生労働省令）に基づく「運営規程
（案）」について（資料２、資料５） 

 
５. 報告・連絡事項 

・各学童の会長が使用する携帯電話の経費負担について、12 月理事会までに保護者会で協議 
（資料３） 
・指導員面談について 

・法人中間監査報告 
日程：平成２６年１０月１８日（土）１４：００～１６：００ 

        場所：法人事務局 
    ・法人公開研修「（仮）差別を生まない学童保育のとりくみ」 

      講師： 中島 宏 先生（九州遊びの研究所所長 九州大谷短期大学非常勤講師） 
目的： 共に遊び、汗をかく「遊び」の実践を通じて「子どもの心」を理解しよう。 
日程： 平成２７年２月２２日（日）１３：３０～１５：００ 

      場所： 二日市北小学校体育館 
対象： 法人会員および職員、地域の方など 

 
１. 基本理念唱和 

開会に先立ち、理事一同による基本理念の唱和が行われた。 
 

２. 理事長挨拶 
理事長より、「本日は１４時より、上期の監査が監事３名により行われた。後ほど、監事意見はご

報告があるが、滞りなく監査が終了したことを報告する。また現在、来年の法改正に向けて子育て支
援課と要綱の改正、今後の見通しを協議しているところである。本日の議題にも上がっているが、要
望書を提出しようと考えている。田上理事より意見も上がっているので皆で十分に審議していきたい
と思っている。」旨の挨拶がなされた。 

 
《議長指名》 

議事に先立ち、定款第３８条の規定により理事長が小峠理事を議長指名し、小峠理事が受諾した。 
 

《定数確認》 
理事２４名中、出席理事２２名で定足数を満たしており、定款第３９条の規定により有効に成立す



る旨の報告がされた。 
 
 

３．審議事項 
 （議長）より審議事項①について執行部に提案理由の説明が求められた。 

 
（髙木副理事長）より「要綱改正にあたり現行の基準を下回る改訂を行わないことについて、７月支
援課定例会議および９月の定例会議でも口頭で申し入れをしてきているが、「要望書」という形で市
長にもご理解いただき今般の制度改正に伴う要綱改訂において支援課と法人の十分な協議がなされ、
平成２７年度からは実情に応じた要綱に基づく委託契約がなされることを目指すものである。また
子育て支援課の行政手続き上「要綱の素案」を１１月下旬の法令審査会に諮る必要があることから、
了承が得られない場合には１１月１日に臨時理事会を開催し、再度内容を精査し要望書について審
議いただく予定である。」旨の説明がなされた。 

 
（議長）より資料４-１、４-２に目を通した上で意見を求める旨の説明がなされた。 
７時４０分まで 
 
（議長）より要綱改訂に係る要望書であることについて質問や意見が求められた。 
 
（原田 田上理事）より「まず、理由について。要望書の内容は、要綱が今のままでは支障が生じる
ということだが、平成２０年に作成された市の要綱でこれまで経営や改革をやってきて、要綱が変
わるわけではないのに何故来年度以降に不足が生じるのかがわからない。またその不足がどの程度
のものなのか理事は把握しておく必要があると考えるため、正確に示してほしい。」との質問がなさ
れた。 

 
（髙木副理事長）より「要綱改訂は、こちらから要望するのではなく支援課が要綱改訂をするという
情報があるため、要綱改訂をするのであれば法人としっかり協議していただきたいという意味で要
望書を提出したほうが良いと考えた。また算出基準については資料 1で明記している通り、要綱で
は時給計算だが実際には月給制であり定期昇給も行っているため、年々不足が生じるということは
数字を示さなくてもおわかりいただけると思う。７月の支援課定例会でも田上理事（当時副理事長）
が今の基準を下回ることが無いように口頭で申し入れをしているが、支援課には口頭のみではあや
しい状況が見受けられる。これまで委託料の算定について、現行は運営資金の補助（１１条根拠）
であるが、余剰金が多いとの指摘により、安定基金１，５００万円で均衡させるための実費精算方
式（総事業費-法人収入額＝委託料）（Ｈ２７要綱改訂予定）に移行する方向で、支援課との協議を
進めＨ２５、２６年度法人会計を調整してきた。しかし、９月２９日の支援課定例会において支援
課の反応が鈍かったため、きちんとした要望書という形で出すことによって市長にも理解いただく
という意図があり提出する。」旨の回答がなされた。 

 
（原田 田上理事））より「市に要綱改訂を要望するにあたって、現行のままだとどの位不足するのか
という具体的な数字が必要と考える。」旨の意見が出された。（資料４－１ ①） 

 
（横田理事長）より「余剰金が今すぐになくなるということはない。しかし単純に考えても専務報酬
についてはプロパーの支出である。従って、要綱が改訂されないと余剰金は底をつく。１，０００
万円から１，５００万円（条件によって変わってくるので一概には言えない）の運転資金を残して
現行の保育料７，５００円で収支均衡するような要綱を支援課に要望している。これが守られるよ
うに要望書を提出したいと考える。現行のままで行くと、専務の役員報酬を含む人件費のプロパー
支出分で平成３２年度には余剰金は０になるとシミュレーションしている。」旨の説明がなされた。 

 
（原田 田上理事））より「その説明からいくと、現行のままだと単年度４００万円程度の不足が見込
まれると考えてよいのか。」旨の質問がなされた。 

 
（横田理事長）より「その通り。」との回答がなされた。 
 
（原田 田上理事）より「平成２６年４月の理事会議事録には「事業費－法人収入額＝委託料」の説
明の記載がないので説明してほしい。」旨の質問がなされた。（資料４－１ ②） 

 
（横田理事長）より「先程説明した通りであるが、支援課には１，５００万円の運転資金を残して収
支均衡し、あとの余剰金は市の補助金を調整して頂いて結構だと言っており、今年度予算もそのよ
うに組んでいる。委託事業なので総事業費から保育料収入を引いた差額を補填してもらえれば収支
均衡となり財政は安定し、これにより余剰金問題も解決する。これが理想の形だが、当法人の固有



の経費（専務理事の役員報酬等）は会費１世帯２，０００円の中でやらなければならず、専務報酬
や指導員増加に伴う駐車場代等を考えると、実際問題として１，５００万円を残して運営できない。
今後よく精査して支援課とも理事のみなさんとも協議していかなければならない。」との回答がなさ
れた。 

 
（原田 田上理事）より「この質問②の趣旨は、全員が出席しているとはいえ口頭での説明のみでは
詳細までは理解ができない。この支援課とどのような約束になっていたかという部分については、
もう一度丁寧に説明して欲しかったということである。もう１点、執行部の話に出てきた法令審査
会だが、法令審査会にかかるのは条例と規則だけであって要綱はかからないはずだ。委託料は要綱
で決まるのではないのか。市に確認した方が良いと思う。」旨の意見が出された。 

 
（髙木副理事長）より「法人は支援課から１１月にかけると言われて動いている。委託料は要綱で決
めるが、要綱の大幅な変更案（「総事業費－法人収入額＝委託料」）を法令審査会を担当する部署に
諮ったところ、待ったがかかったため今回の改訂となっており、その改訂を１１月に審議をかける
と言われている。田上理事のご意見を受けて、支援課にもう一度確認する。」旨の説明がなされた。 

 
（原田 田上理事）より「法人運営に係る改善（処遇改善、常勤専務理事の設置等）については、平
成２４年度に決まったことである。その当時は委託料の見直しに係る筑紫野市と協議された事実が
見当たらない。具体的に専務報酬を委託料の対象とするとなったのはいつか。」旨の質問がなされた。
（資料４－１ ③） 

 
（髙木副理事長）より「平成２６年１月２９日の支援課定例会での相浦支援課課長の話である。」旨の
回答がなされた。 

 
（原田 田上理事）より「専務理事設置は２４年度に検討し２５年度に予算計上したわけだがその当
時は委託料の見直しについては話がなかったのか。」旨の質問がなされた。 

 
（横田理事長）より「この法人の経営形態から専務理事の必要性については、内外とも何度も説明し
てきた。常勤専務理事の設置については、余剰金の絡みもありまた、当法人の経営スタイルから不
可欠なものとして先行して実施した。課題の余剰金については、以前から議会、市長から問題視さ
れ続けている。４，０００万円の余剰金があるから、子供たちのためにもっと使ったらよいではな
いかと言われてきたが、以前からの説明のとおり、この法人の価値は物ではなく指導員であって、
待遇改善しかない。よって、指導員の資質向上、待遇改善の一環として常勤専務理事の設置と併せ
て昇給も行った次第である。つまり、この組織がうまく回っていくための必要な経費として先行し
て支出している。ただ恒常的な支出であるので、４，０００万円あったとしても支出超過分となる
ため、いずれ無くなると就任当時から言い続けているし、市長懇談会でも申し上げた。ある一定程
度余剰金を減らしたあとでの収支均衡状態を作り出すことが必要なのである。この点については専
務理事設置に係る改革の議論の中で、当然に保護者が負担する経費として議論し、将来にわたって、
保育料等の段階的引き上げについても言及し、そこを包含したところでの常勤専務理事設置である。
今回支援課から提案のあった「事業費－法人収入額＝委託料」は基本的に専務報酬も総事業費中に
含まれているため（この点につき支援課とは、見解の相違があり議論が必要）保育料・会費の値上
げが必要ないことから有り難い話であり、是非実現したいと思っている。」旨の回答がなされた。 

 
（原田 田上理事）より「会議の内容について資料４－２で時系列で概略を回答してもらったが、結
局何が言いたかったかというと、要望書を提出する姿勢である。このままだと足りなくなるのでお
願いするというものなのか、今まで支援課と協議の上で一緒にやってきたことだから約束を守って
ほしいという姿勢でいくものなのかを明確にしてほしい。この内容では要望として弱いのではない
か、もっと強い姿勢で臨むべきではないかと考えるが、強く要望するだけの根拠が法人に有るかと
いうところが大事である。」旨の意見がなされた。 

 
（横田理事長）より「強く言いたいというのはよくわかるが、担当部署と相談して今回はこのような
内容の要望書になっている。」旨の説明がなされた。 

 
（原田 田上理事）より「理事として、市長が駄目なら議長やしかるべきところに要望し場合によっ
ては損害賠償も検討できる案件だと思っている。この要望書を持ち帰って各学童で説明するにあた
って弱腰の要望書でいいのか。」旨の意見がなされた。 

 
（髙木副理事長）より「執行部としては、持ち帰って保護会にかけるつもりはなかった。この要望書
で満足のいく対応が取られなかった場合は陳情や請願といった次の段階の行政手続きも視野に入れ
ている。また、支援課との関係性を維持しつつ交渉にあたることが望ましいと判断して、少なくと



も現行の水準は守ってくれという内容の文章である。」旨の説明がなされた。 
 
（原田 田上理事）より「法人として大事な要望書を市に提出しておきながら、保護者に知らせない
ということはできない。また委託料の部分について現行のままでいいではなくて改訂を求めるので
はないのか。このままであれば年間４００万円程度、保護者で負担していくということか。」旨の質
問がなされた。 

 
（髙木副理事長）より「理事のみなさんは保護者の代表でもあり、この要望書はあくまでも現行の要
望書を改悪せず、改訂するにあたってはこのようなことに気を付けてほしいという内容である。今
回は委託料が現行のままでも仕方ない。要望書が通らなければ保護者に諮って、陳情書なりの次の
段階に入るが今回はそこまで踏み切らないということ。」旨の回答がなされた。 

 
（原田 田上理事）「支援課との関係を大事にして、年間４００万円も保護者負担になるのは納得がい
かない。要綱を変えてもらうべきなのではないか。」旨の意見がなされた。 

 
（横田理事長）より「要綱を変えてもらう上での１プロセスとして話をしている。一足飛びに進むも
のではない。田上理事がそう考えるのなら、理事として一緒に行って交渉いただいて構わない。毎
年４００万円負担していけばいずれは無くなることについては十分理解した上で、最低限の手元運
転資金が無くならないように交渉を進めていく。今やれるところからやっていかなければならない。」
旨の説明がなされた。 

 
（原田 田上理事）「今回の要望書の性質は、とりあえず今回要望という形の手続きを踏んで２７年度
に変わっていないとなれば次のステップに移るというもの、この要望書で是が非でも２７年度に改
訂というものではないという理解でよいか。」旨の質問がなされた。 

 
（髙木副理事長）より「執行部としては最終的には何度も言っているが「事業費－法人収入額＝委託
料」という本来の委託料の形式にしたいと思っている。」旨の回答がなされた。 

 
（原田 田上理事）より「要望書の要望事項１～４について説明願いたい。」旨の質問がなされた。（資
料４－１ ④） 

 
（髙木副理事長）より「資料４－２で回答しているとおりである。」旨の回答がなされた。 
 
（原田 田上理事）より「前文について、提出に至った経緯は何か。」旨の質問がなされた。 
 
（横田理事長）より「支援課の対応が非常に心許なかったからだ。しかし、要望書にそのように記述
することはできない。」旨の回答がなされた。 

 
（髙木副理事長）より「９月２９日の支援課定例会の際に相浦課長が急遽欠席され、対応した担当係
長と係員の２名が要綱１１条すら見直すつもりはないし、これまでの経緯も把握していないという
ことだったため、要望書を提出する必要があると考えた。その後、相浦支援課課長が課員と法人と
の間で不具合が生じたことに慌てて１０月に入って再度定例会を開いた。その際には相浦課長も、
安定基金１，５００万円で均衡させるための実費精算方式（総事業費-法人収入額＝委託料）との認
識は変わっていないということだった。しかし、要綱改訂するのは事実なのでその事実に際して法
人として要望書を提出するに至った。」旨の補足説明がなされた。 

 
（原田 田上理事）より「要望書に、我々はこの要綱改訂は市政に対して非常に不安を感じると明記
して欲しい。」旨の意見がなされた。 

 
（横田理事長）より「担当者の対応は満足が行くものではないにせよ、課長が何パターンものシミュ
レーションを用意したり、遅くまで膝を突き合わせて話しあってきたことを無視し、単に不安だか
らということを書くのは私としては適切とは思われない。これまで築きあげた人間関係をどう考え
るか。腹立たしいのは私も同じで言葉としては伝えているが、市長に提出する文書にするべきもの
ではない。」旨の説明がなされた。 

 
（石橋副理事長）より「書かなくても、市長はわかると思う。」旨の補足説明がなされた。 
 
（髙木副理事長）より「市政に対して不安があると書かない方がよいという判断で、柔らかい文章で
工面して作っている執行部の思いがある。同意が得られなければ日延べするが１０月２０日に提出
するかどうかを検討した上で、内容については改めて検討すればよいのではないか。」旨の補足説明



がなされた。 
 
（原田 田上理事）より「日にちもないことから、保護者会にかけてから提出するべきだとは思って
いない。ただ、事後報告になるので１１学童全部の理事が同じ内容で保護者に説明が出来るだけの
情報が必要だと思っている。運営が成り立たなくなる事態が予測されるのに、どうしてこのような
弱い形になっているのか他にも同じように感じる保護者が出てきて、理事会は何をやっているのか
と言われた時にどのように説明するのか。」旨の質問がなされた。 

 
（髙木副理事長）より「理事が保護者会で適切な説明と質疑応答ができないといけないという趣旨で
田上理事が質問をしているということで回答する。何故具体的な数字を挙げなかったかは、見通し
が立たないのに色々な思惑と不安だけが先走る懸念がある。水面下で行われている支援課との協議
もできなくなってしまう。」旨の回答がなされた。 

 
（原田 田上理事）より「常設クラブと季節的クラブの設置をあえて要望する理由が『説明』に見当
たらない。支援課との議論ではどのようになっているのか」旨の質問がなされた。（資料４－１（３）） 

 
（髙木副理事長）より「支援課としては、季節的クラブを設置する方向性にはあるようだ。条例では
縛れないので要綱でという協議をしている。」旨の回答がなされた。 

 
（原田 田上理事）より「要綱の修正を要望して変えてもらわなければならない話ではない。支援課
との定例会で指摘すれば済むはずなので削除してよいのではないか。と意見を出していたが執行部
見解資料を読んで納得した。」旨の意見がなされた。（資料４－１（４）、資料４－２要望書について
④） 

 
（原田 田上理事）より「あくまでも職員の配置基準は市の条例で定めるものであり、厚生労働省令

が根拠となるものではない。市条例でどのようにも決められるので、条例制定に関して現状以上の

職員配置について要望すると同時に、同じく条例で定められる定員、設備基準に応じた適切な配置

を求めるべきだと考える。また、要望内容がわかりやすくなるよう要望事項を別にして、障害児及

び障害児と同等に支援を要する児童についても市の条例に加配基準の明記を求めるべきだと考え

る。」旨の意見がなされた。（資料４－１（５）） 

 
（横田理事長）より「一足飛びにはいかないので経過措置が取られる。」旨の回答がなされた。 
 
（原田 田上理事）より「それはしばらくは現行のままの指導員配置になるということか、それとも
施設の整備ができるまでの経過措置ということなのか。」旨の質問がなされた。 

 
（髙木副理事長）より「現在、支援課から児童１人当たり１．６５平方メートル、児童４０人に対し
て指導員２名の配置が必要と考えるので、条例案は厚生労働省基準と同じように作成していってい
る、と聞いている。」旨の回答がなされた。 

 
（原田 田上理事）より「厚生労働省令と同じ基準なのか、上回る基準とは考えていないのか。」旨の
質問がなされた。 

 
（髙木副理事長）より「同じである。上回るとは聞いていない。田上理事にどのレベルまで条例に求
めていればよいかを教えてほしい。」旨の回答がなされた。 

 
（原田 田上理事）より「障害児ないしそれと同等の支援を要する児童については別途配置するとい
う一文を条例に入れればよいのではないか。条例に入れていないと条例以上の要綱は定められない。」
旨の意見がなされた。 

 
（髙木副理事長）より「支援課に条例に『支援を要する児童については配慮する』の文言がないと、
規則や要綱で定める根拠がないことになるので、条例に入れることを進言する。」旨の説明がなされ
た。 

 
（原田 田上理事）より「個人的には、学校施設の利用は本来あるべきものではないと考える。定員
を超える児童の入所が予定されている学童保育所の建物については条例制定後速やかに整備するこ
と、と前置きした上で、やむを得ず一時的に学校施設等を利用する場合には、職員駐車場、空調等



の建物付帯設備、備品等の配備を確実に行うこと、とすべき。支援課との関係性もあると思うので
そのあたりを説明してほしい。」旨の意見がなされた。（資料４－１（６）） 

 
（横田理事長）より「今聞いている市の方針は、資金的に余裕がないので学校施設を利用して欲しい
ということである。当然、学童としての施設整備を要望していく。」旨の説明がなされた。 

 
（髙木副理事長）より「これまでも支援課とは施設整備の話はしている。市長も十分承知してること
であり、外部から改めて意見すれば逆効果になるとの支援課の見解により、このような要望書にな
っている。」旨の補足説明がなされた。 

 
（議長）より「文面や内容は、要望書の主旨を採決したあとに審議することを前提に、執行部の見解通り行政の
要綱改訂について改悪をしない旨の要望書を提出する必要があるかどうかを諮り、必要という意見が多数な
らばこのまま内容の協議を継続し、審議する。必要ではないという意見が多数であれば改めて提出について
審議し、採決に移る。議決権行使書を賛成で提出された方については事前配布した説明及び要望書内容
を見て判断したものとし、要望書提出に賛成とする。」旨の説明がなされた。 

 
（髙木副理事長）より「執行部としては提案している要望書の形で１０月２０日に提出したい。議長
から内容は後ほど審議するとの説明だったが、これまでの話合いで内容も審議されたものと考える。」
旨の説明がなされた。 

 
（議長）より「内容についても審議されたという見解でよければ、要望書提出についての採決に移る。」と確認
がなされた。 
 
（原田 田上理事）より「要望書の内容 1～５までひとつひとつ決を採り、軽微な字句訂正は執行部に
任せるのかを議決したらどうか。」との意見がなされ、議長が同意した。 

 
 （議長）より「要望事項 1について賛成の方は挙手をお願いしたい。」旨が伝えられ、賛成多数で可

決された。 
 
（議長）より「要望事項２について賛成の方は挙手をお願いしたい。」旨が伝えられ、賛成多数で可
決された。 

 
（議長）より「要望事項３について賛成の方は挙手をお願いしたい。」旨が伝えられ、賛成多数で可
決された。 

 
（議長）より「要望事項４について賛成の方は挙手をお願いしたい。」旨が伝えられ、賛成多数で可
決された。 

 
（議長）より「要望事項５について賛成の方は挙手をお願いしたい。」旨が伝えられ、賛成多数で可
決された。 

 
（議長）より以上５項目以外に記載する項目がないかの確認がなされたが特になく、要望書提出につ
いては賛成多数で可決され、軽微な字句訂正については執行部に一任する旨の報告がなされた。 

 
（髙木副理事長）より「支援課へ法令審査会で要綱まで審議するのかの確認と、加配指導員配置につ
いての条例記載を申し入れする。理事が要望書提出について事後報告で保護者会で伝えても困らな
いだけの説明資料の準備、収支試算の説明について執行部で準備する。」旨の説明がなされた。 

 
（原田 田上理事）より「ことの大きさが伝わればよいので、概ねの数字でよいと考える。１年や２
年で破たんするのではないことや、専務報酬については学童運営で必要な経費の一部であり切り分
けては考えられないこと、学童全体を運営するのに毎年この位の収支であるということから市に要
望をするという説明ができればよい。」旨の意見が出された。 

 
（髙木副理事長）より「収支試算の数字は理事が知っておくべき事項なので提示するが、保護者会で
具体的に話すかどうかは理事に任せる。資料１の費用負担割合の部分を説明すれば、法人が負担し
ていることがわかってもらえると思う。資料１は保護者会で提示して構わない。１０月中に保護者
会が開催される学童はないようなので１０月末までに、説明用の資料を作成する。」旨の説明がな
された。 

 



（議長）より協議事項①について執行部に説明が求められた。 
 
（髙木副理事長）より「資料１の対象児童について現行の要綱②季節的クラブの要件が要綱上制限で
きなくなる。支援課との協議において学童の状況に応じてという文言を条例に記載し、現在の法人
の運用を継続できるように検討している。３年生になると役員になりたくないがために一度学童を
退所する事態を防止するために、保護者会規約等の内容を変える必要性が出てくるかもしれない。
設備及び運営基準は廃止する予定。児童数と指導員配置に関して現行の配置数を下回ることのない
ように、１１月中には学校施設利用を含めた施設定員の提示を求めている。開設時間延長は入所の
手続き上、行政の議会決定を待たずに決定する。開設時間延長に係る指導員の勤務時間変更につい
ては１０月１４日に指導員対象の説明会を行い、１時間増員ではなくシフトの変更で対応すること
で一定の理解を得ている。指導員就業規則や労働条件通知書等の書式変更の事務手続きが必要であ
る。指導員がシフト変更をして対応するとしても時間外手当等の人件費がかかるため、延長保育料
金が発生する。費用負担割合については現要綱の問題点を書き出している。その他については、１
０月１４日の支援課定例会で再度確認した方向性である。法人内調整事項は、各規程の改定と事業
所毎の運営規程の制定、法人と保護者会の関係性の明示である。委託の定義、委託料の算定は調整
をしていく事項である。」旨の説明がなされた。（資料 １） 

 
（原田 田上理事）より「対象児童について１年から３年までの児童が季節的利用をすると、運営上
支障が出るならば、要望書１を４～６年生を対象とした季節的クラブを設置する、の方がよいので
はないか。」旨の質問がなされた。 

 
（髙木副理事長）より「支援課としては条例で１年～６年までとなっている以上、要綱に謳うことは
できない。要綱に学童の実情に応じてと入れるのでそれを受けて法人で運用していってほしいとの
意向であった。」旨の回答がなされた。 

 
（原田 田上理事）より「延長利用料金は年額３０，０００円なのか。」旨の質問がなされた。 
 
（髙木副理事長）より「資料１の数字は通常の保育料と合算で記入しており、金額もその後の協議で
変わっている。１０月末までにお渡しする資料は１０月１４日現在で変更する。支援課より通常と
延長の料金は別に提示するように指示があったので資料５－５のようになる。延長料金は通年月額
１，５００円季節年額３，０００円で現在支援課と協議している。」旨の回答がなされた。 

 
（原田 田上理事）より「現行の７，５００円の保育料は会費及び保育料規程等いくつかの法人規程
で定められている。法改正の際には保育料は決めるのは法人か市か。日額か月額かの議論はどこで
するのか。また、延長契約をしていない人が少し遅くなった場合の対応などモラルの問題を議論し
ておかないといけないのではないか。さらに規則をパブリックコメントにかけるなら制定は１月下
旬以降になるがどう考えているのか。」旨の質問がなされた。 

 
（髙木副理事長）より「執行部としては支援課から条例、規則、要綱を同時に１２月に制定するとだ
け聞いており、パブリックコメントの話しは聞いていない。この件は、支援課に確認する。保育料
については近隣と足並みを揃えるようにとの支援課からの話しだった。延長保育料を日単位で計算
することについては、例えば１回５００円をペナルティで徴収するならば、指導員が徴収するなど
現場の負担が増える。ニーズはあるように思えるが請求や徴収のシステムを構築しないと現場が混
乱する状況である。保育料は理事会で決定し、保育料規程やマニュアルの改訂作業が発生する。ア
ンケートにも１日単位での要望もあったので、今後の協議が必要でありまだ未定である。」旨の回
答がなされた。 

 
（原田 田上理事）より「保護者会総会で運営規程を完成形で出す必要があるが、延長保育料を月額
にするのか日額もあるのかは保護者会で議論する必要があると思う。勝手に決めたら反発があるの
ではないか。」旨の意見がなされた。 

 
（髙木副理事長）より「１月からは延長保育料も記載された募集要項を配布するので、１２月に理事
会では料金を決定しなければならない。法人として月額にするのか日額にするのかを決定しなけれ
ばならない。付帯して様々なシステムを決めないといけない。」旨の説明がなされた。 

 
（原田 田上理事）より「保護者会の会計が関係してくるので、それを検討した上で月額か日額かを 
保護者会で協議しなければならないのではないか。日額でも月額でも運営できる決定で保護者会に
おろし、いくつかの案を提示して意向を聞いてみたらどうか。」旨の意見がなされた。 

 
（横田理事長）より「基本的にはニーズをどれだけ満たすかということ。その後の理事会でどうなる



かはわからないが、保護者会で意向を聞いても良いと思う。月額、日額の場合のメリット、デメリ
ット、会計システム等を説明する必要がある。」旨の説明がなされた。 

 
（原田 田上理事）より「１８時から１９時までを延長保育とすると市が決めたのであれば、利用が
多くても少なくても成り立つような、委託の積算の仕方を求めていかなければならないのではない
か。」旨の意見がなされた。 

 
（髙木副理事長）より「延長時の指導員賃金については、シフト制にすることで平日は発生しない。
一日保育については、確実に人件費が増になる。」旨の説明がなされた。 

 
（原田 田上理事）より「日額にしても収支に問題がなければ、具体的に問題点は何か。小規模学童
がシフトを組めずに人件費が増になるのだったら市に要望しなければならないのではないか。」旨
の意見がなされた。 

 
（阿志岐 野中理事）より「それは今、決めなければならないのか。日額だったら、徴収業務は指導
員がするのか会計がするのか、そのあたりを今決めるのか。決めなければいけないことは何かをは
っきりさせて、決を採るなりして決定してはどうか。」旨の意見がなされた。 

  
（石橋副理事長）より「これはたたき台であって、まだ何も決まっていない。たたき台を示して意見
を出していっている中で、田上理事から保護者会で協議する必要があるという意見が出ている。ま
ず保護者会におろすかどうかを決めたらどうか。」旨の説明がなされた。 

 
（髙木副理事長）より「保護者会で協議するのであれば、資料を１０月いっぱいで準備し学童に配信
するので、１１月に保護者総会が無い学童についても臨時総会を開催していただくことになる。」
旨の補足説明がなされた。 

 
（議長）より他に質問がないかの確認がなされたが特になく、今後も子育て支援課と執行部で十分に
協議していくことを確認して協議を終了した。続いて協議事項②について執行部に説明が求められ
た。 

 
（髙木副理事長）より「運営規程案（資料②）については支援課にも示し話し合った。理事からの意
見もふまえて執行部で協議し訂正が妥当と思われる部分を（資料５）にまとめている。１、規程名
について事業者はあくまでも法人であることから、原案の保護者会組織では矛盾するという支援課
からの指摘を受け、特定非営利活動法人ちくしっ子ネットワーク放課後児童クラブ運営規程となる。
２、第１条は田上理事の指摘通り、根拠法令は児童福祉法および筑紫野市○○条例に基づきという
表記になる。３、第３条４条６条で各学童保育所名称および所在地が明記される。運営規程につい
てはこの場で内容を決定するわけでなく、資料を持ち帰って考えてから意見を出してほしい。出さ
れた意見で改案してもう一度提案したい。４、当初は保護者会で制定と考えていたため法人と協議
としていたが、事業者は法人であるという見解で原案表記を削除している。５、１２条は支援課か
らの指摘により、通常の保育料と延長保育料を分けて記載している。１日利用が決定すればこの部
分に日額の延長料金が追加されることになる。各理事は、１１月７日までに訂正、追加等を具体的
に書面で事務局まで提案してほしい。」旨の説明がなされた。 

 
（原田 田上理事）より「事業所は場所のことで、事業所毎の運営規程なので共通する部分は１本で
各学童ごとに違う部分は、一覧を作成し別表をつけたら明瞭で簡潔にできるのではないか。」旨の
意見がなされた。 

 
（髙木副理事長）より「第３・４・６・７条については別表の通りとするという意見を検討したい。
運営規程は必ずしも急ぐものではないので、第１案として１１月７日までに修正、追加提案をお願
いしたい。」旨の回答がなされた。 

 
（議長）より他に質問がないかの確認がなされたが特になく、放課後児童健全育成事業の設備及び運
営に関する基準に基づく運営規程（案）については今後の理事会で審議事項とすることを確認し、
協議が終了した。 

 

（石橋副理事長）より「各学童の会長が使用する携帯電話の経費負担について、１２月理事会までに保護

者会で協議し、決定次第、事務局へメール又はＦＡＸで連絡して欲しい。保護者会総会で決定するか役員

会で決定するかは各学童で会長と決めていただきたい。（資料３）続いて指導員面談について１０月７日に



執行部会議報告で配信していたとおり、１０月～１１月末日までに全学童において会長および理事による指

導員面談を行っていただきたい。面談資料は一式配布している。個人情報保護の観点から、面談終了後、

資料も含めてすべて１２月理事会で回収する。続いて法人中間監査報告。平成 26年 10月 18日（土）法人

事務局で中間監査を行なった。上野監事よりご報告いただきたい。」旨の説明がなされた。 

 （上野監事）より「中間監査の結果、法人の業務は適正に執行されており会計処理もまた適正に処
理されている。」旨の報告がなされた。 

 

  （石橋副理事長）より「法人公開研修を平成２７年２月２２日、二日市北小学校体育館で開催する。対象

は指導員、保護者、地域の方などで保護者会役員は是非参加して欲しい。指導員は休日出勤扱いとな

る。」旨の説明がなされた。 

  

 （二日市東学童 仲佐理事）より「指導員面談について詳しく説明してほしい。」旨の質問がなさ
れた。 

 
 （髙木副理事長）より「本来なら専務理事が日々の巡回で指導員の資質や指導員間や保護者とのト

ラブルの有無等を把握するのであるが、現在専務理事が不在なので理事や会長にお願いしたい。
また、これまで非正規指導員の雇用契約継続は本人の意思で行っていたが、それでは検証が不充
分であった。分担して面談でも構わないが必ず個人面談で行うこと。時間外の面談は３０分単位
で時間外手当を支給する。」旨の回答があった。 

  
 （二日市東学童 仲佐理事）より「８月の大雨で学童が床上浸水をし、ご覧の通り壁にシミが出来

てカビが浮き出し、床が波打っている状況である。一番心配なのは、カビが舞い健康被害が出る
ことであるので早急な対応をお願いしたいが現実的に難しいのか。」との質問がなされた。 

 
 （髙木副理事長）より「執行部からも、先の定例会の中で支援課に自然災害で建物の損害保険を適

用して早く補修をしてほしいと申し入れたが、保険は適用されるが元々工事費数百万円の予算を
組んでいないので捻出が出来ない、という回答であった。無いからできないということではすま
ないと申し入れをしているが、また改めて申し入れをし、具体的に話を進めていきたい。」旨の
回答がなされた。 

 
（石橋副理事長）より協議事項はすべて終了したことが告げられた。次回理事会は１２月２０日（土） 

１９時３０分から筑紫東小学童で行う予定である旨が伝えられ、散会した。 
 

２２時３２分終了 
 


